様式第９号（第17条関係）
	時間外労働
	に関する協定届

	休日労働
	

	事業の種類
	事業の名称
	事業の所在地（電話番号）

	食品製造業
	○○食品株式会社
	大阪府・・・

	
	時間外労働をさせる
必要のある具体的事由
	業務の種類
	労働者数
（満18歳以上の者）
	所定

労働時間
	延長することができる時間
	期間

	
	
	
	
	
	１日
	１日を超える一定の期間（起算日）
	

	
	
	
	
	
	
	１箇月（毎月１６日）
	１年（３月１６日）
	

	①下記②に該当しない労働者
	納期の切迫、臨時受注など
	製造
	１０
	１日８時間
	８時間
	４５時間
	３６０時間
	平成１９年３月１６日から１年間

	
	伝票整理、締切事務など
	事務
	３
	同上
	同上
	同上
	同上
	同上

	
	クレーム処理、顧客対応など
	営業
	４
	同上
	同上
	同上
	同上
	同上

	②１年単位の変形労働時間制により労働する労働者
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	休日労働をさせる必要のある具体的事由
	業務の種類
	労働者数
（満１８歳以上の者）
	所定

休日
	労働させることができる休日
並びに始業及び終業の時刻
	期間

	納期の切迫、臨時受注など
	製造
	１０
	土日祝日

１２／３０～１／３
	１ヶ月に４日　９：００～１８：００
	平成１９年３月１６日から１年間

	伝票整理、締切事務など
	事務
	３
	同上
	同上
	同上

	販売、クレーム処理など
	営業
	４
	同上
	同上
	同上


協定の成立年月日
平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日
協定の当事者である労働組合の名称又は労働者の過半数を代表する者の
職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
協定の当事者（労働者の過半数を代表する者）の選出方法
（
）
平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日
使用者
職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　労働基準監督署長殿
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
㊞


記載心得（このページは届出不要）
１「業務の種類」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、労働基準法第３６条第１項ただし書の健康上特に有害な業務について協定をした場合には、当該業務を他の業務と区別して記入すること。

２「延長することができる時間」の欄の記入に当たっては、次のとおりとすること。

（1）「１日」の欄には、労働基準法第３２条から第３２条の５まで又は第４０条の規定により労働させることができる最長の労働時間を超えて延長することができる時間であって、１日についての限度となる時刻を記入すること。

（2）「１日を超える一定の期間（起算日）」の欄には、労働基準法第３２条から第３２条の５まで又は第４０条の規定により労働させることができる最長の労働時間を超えて延長することができる時間であって、同法第３６条第１項の協定で定められた１日を超え３箇月以内の期間及び１年間についての延長することができる時間の限度に関して、その上欄に当該協定で定められたすべての期間を記入し、当該期間の起算日を括弧書きし、その下欄に、当該期間についての限度となる時間を記入すること。

３②の欄は、労働基準法第３２条の４の規定による労働時間により労働する労働者（対象期間が３箇月を超える変形労働時間により労働する者に限る。）について記入すること。

４「労働させることができる休日並びに始業及び終業の時刻」の欄には、労働基準法第３５条の規定による休日であって、労働させることができる日並びに当該休日の労働の始業及び終業の時刻を記入すること。

５「期間」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせることができる日の属する期間を記入すること。
「１日」、「１日を超え３ヶ月以内の期間」、「１年間」のそれぞれについて記入します。この例では「１日を超え３ヶ月以内の期間」は「1ヶ月」で記載しています。





①協定の有効期間を記入します。１年以内の期間しか認められません。


②有効期間は締結日以後の期間にして下さい。（過ぎていても普通は受け付けてもらえます）


③有効期間終了以降も、時間外・休日労働をさせる場合は、再度協定を締結して届け出る必要があります。





①業務の種類ごとに時間外・休日労働させる労働者の人数を記入して下さい。


②満１８歳未満の者に対して時間外労働・休日労働をさせることはできません。





特に制限はありませんが、最大１５時間になります。





期間・業務の種類ごとに、法定労働時間を超えて働かせる時間を記入します。


１ヶ月の場合は最大で４５時間、１年の場合は最大３６０時間まで認められています。


なお、１年単位の変形労働時間制を採用する場合は、１ヶ月４２時間、１年３２０時間となります。





「１日を超え３ヶ月以内の期間」と「１年間」について、何日から時間外労働時間をカウントするのか、締め日に合わせて起算日を記入します。この例では、毎月１６日から１５日までの期間を１ヶ月としています。





１年単位の変形労働時間制を採用していて、時間外労働をさせる場合に記入します。この場合は、この届の他に「１年単位の変形労働時間制に関する協定届」も届け出る必要があります。


この制度を採用していない場合はこの欄を記入する必要はありません。





法定休日に労働させる日数とその日の始業時刻・終業時刻を記入します。この例では、法定休日労働を１ヶ月に４日させることができることになります。





労働者代表を選出した方法を記入します。「挙手」「投票」「回覧」「話合い」によるなどの民主的手続きを行います。過半数を代表する労働組合がある場合は、記入しません。





この協定を締結した日付を記入します。





過半数を代表する労働組合がある場合はその労働組合を、ない場合は過半数代表者を選出してその者の職名と氏名を記入します。


職名は営業、製造等の所属部門を書きます。


管理監督者（部長・工場長など）が過半数代表者になることはできません。





一定期間についての延長時間は、１ヶ月４５時間、１年３６０時間を限度とする。ただし、通常の業務量を大幅に超える受注が集中し、特に納期が逼迫したときは、労使の協議を経て、１ヶ月８０時間、１年６３０時間まで延長することができる。この場合、延長時間をさらに延長する回数は、６回までとする。


なお、延長時間が１ヶ月４５時間又は１年３６０時間を超えた場合の割増賃金率は２５％とする。





これを余白に記載すれば限度時間を超えて残業させることが可能になります。





従業員代表が押印することによって、この届出書類が労使協定も兼ねることになります。押印しない場合は、別途労使協定が必要になります。よく分からない場合は押印しておいて下さい。





監督署長に届け出る日付を記入します。この協定届を監督署長に届け出て初めて時間外・休日労働をさせることが可能になります。














